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洪水関連情報の改善が社会にもたらす経済的価値の
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本研究の目的は、洪水情報の改善による社会的価値を算出することと、豪雨災害時における避難行

動の規定要因を、他者の回答を推測する推論評価の手法により分析することにある。前者では、東京

都江東5区を対象に選択型実験をおこない、洪水情報の改善に対する支払意思額（WTP）を推定し、

その社会的価値を年間約30億7千5百万円と推定した。この結果は、洪水情報の改善に対する社会的ニ

ーズの高さを示唆している。後者では、広島市5区を対象にランダム化要因調査実験をおこない、洪

水関連情報や時間帯、危険認識、近隣住民の行動、避難所までの距離、避難所におけるプライバシー

などが避難意向に重要な影響を与えることが示された。これらの知見から、洪水関連情報の改善が社

会にもたらす利益及び災害時の避難行動の理解を深め、災害リスクの軽減と効果的な災害対応策の推

進に貢献することが期待される。 
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1．はじめに 
（1）問題の背景 

2020 年度の防災白書の特集「激甚化・頻発化する

豪雨災害」では、今後の豪雨災害への対応における

重要な課題として、洪水関連情報の改善が挙げられ

ている（内閣府 2020 年）。洪水は事前に予見するこ

とが可能であるため、関連情報を適切に発信するこ

とは有効な減災の手段となり得る。世論調査でも、

災害時に充実してほしい情報として「震度・雨量・

特別警報などの情報」を挙げた回答者の割合が

49.7％に上っている（内閣府、2017 年）。 
このように、洪水関連情報の改善には高い社会的

なニーズがあると考えられるが、情報のどの部分を

どの程度改善すべきかが明らかであるとはいえな

い。洪水関連情報は、一般的な財・サービスとは異

なり、取引のための市場が存在しない（非市場財）。

このため、その価値を評価するための市場価格とい

う重要なシグナルが欠如している状況である。 
経済学では、市場価格が欠如した財やサービスの

価値を評価する際に、表明選好法がしばしば用いら

れる。これは、便益を享受する個人の支払意思額

（WTP）を、アンケートなどで定量化する手法であ

る。この表明選好法の代表的な手法として、選択型

実験（コンジョイント分析）が挙げられる。 
ただし、表明選好法は批判も少なくない。この手

法は仮想的（hypothetical）なシナリオに基づいたア

ンケート質問に基づいており回答者が正しい回答

をするとは限らず、バイアスが生じる可能性を否定

できないためである。表明選好法は適用範囲が広く

柔軟な手法であるが、バイアスが極力生じないよう

に設計することが、結果が広く受け入れられるため

の鍵となる。 
表明選好法におけるその主な理由は以下の 3 点で

ある。1 点目は社会的望ましさバイアスである。災

害時に適切に行動することは、社会的に望ましいこ

とであるため、自分の意見を求められると、社会的

に受け入れられやすい、あるいは好ましいと思われ

る回答をする可能性がある。このバイアスは、回答

者が社会的期待に沿うようプレッシャーを感じ、本

来の態度や行動を過大評価または過小評価するも

ので、収集したデータの正確性を歪める可能性があ

る。 
2 点目は限定的自己認識の問題である。災害に関

する質問では、回答者の多くが実際の経験に乏しい

ため、個人の自己認識や自身の態度・行動に対する

洞察が限られている場合がある。その結果、主観的

な意見を求められた場合、回答者は自分の意図を正

確に表現するのに苦労したり、信頼できない回答に

なってしまう可能性が指摘されている。 
3 点目はコミュニティレベルの視点である。防災

や災害への備えは、本質的に共同体的な取り組みで

あり、コミュニティ内での協調的な努力や理解の共

有が必要である。主観的な評価では、より広範なコ

ミュニティの状況や、意思決定に及ぼす社会的ネッ

トワークの影響を見落とす可能性がある。 
1 点目に関連して、以下に Lusk and Norwood（2009）
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による支払意思額（ある個人が特定の財・サービス

に対して最大限支払っても構わない金額、以下 WTP）
と社会的望ましさのバイアスの理論モデルを紹介

する。この研究では、社会的に望ましい財やサービ

スを評価する場合、仮想的な質問における支払意思

額（𝑊𝑇𝑃ୌ）は、仮想的でない（non-hypothetical）真

の支払意思額（𝑊𝑇𝑃୒ୌ）から乖離することを示して

いる（式 1）。 
        𝑊𝑇𝑃ୌ = 𝑊𝑇𝑃୒ୌ +𝑀஺ 2𝑀ு⁄         (1) 
式 1 の右辺第 2 項により生じる両 WTP の乖離は

「社会的望ましさのバイアス」と呼ばれる。バイア

スの度合いは、社会的に望ましい回答で得られる効

用（𝑀஺）と、誠実な回答で得られる効用（𝑀ு）に影

響される。 
洪水関連情報は社会的に必要なサービスであり、

その改善のための支払意思を表明することは、社会

的に望ましい回答といえる（𝑀஺ > 0）。そのため、こ

のバイアスは正の値で存在し、仮想的な質問におい

て価値を過大評価（𝑊𝑇𝑃ୌ > 𝑊𝑇𝑃୒ୌ）する要因とな

りうる。 
 
（2）推論評価 

これらのバイアスを低減する手法のひとつが、推

論評価（inferred valuation）である。これは、質問に

おいて回答者自身ではなく、他者の選択を推測して

回答してもらうものである。この方法は、回答者が

質問に対してより客観的な評価をすることで、社会

的望ましさバイアスなどの影響を減らすのに役立

つとされている。 
上述の Lusk and Norwood（2009）は、この推論評

価の形式で繰り返し質問することで、得られる値

（𝑊𝑇𝑃୍）が真の WTP の期待値に等しくなることを

理論的に示している。 
         𝑊𝑇𝑃୍ = E[𝑊𝑇𝑃୒ୌ]             (2) 

この式（2）が示すように、推論評価による質問を

繰り返すことで得られる WTP は、仮想的でない

WTP の期待値に等しくなる。これが、回答にバイア

スが生じる状況において、主観評価よりも推論評価

が望ましいとされる理論的根拠である。 
推論評価の手法は、経済学、心理学、社会学など

多様な学問領域において広範囲にわたって採用さ

れている。これらの分野では、個人の行動や選択が

他者の意見や行動にどのように影響されるかを解

明するために、推論評価が有効に利用されている。

しかし、災害関連分野における適用に関しては、国

内外とも目立った事例が報告されていない状況で

ある。災害への適切な対応は社会的に望ましい行動

であるため、従来の回答者の考えを尋ねる形式（主

観評価）には、社会的望ましさバイアスなどの問題

が生じている可能性が否定できない。 
 
（3）研究目的・対象地域 

本研究の目的は以下の 2 点である。1 点目は、洪

水関連情報の改善に対する WTP を推定し、その社

会的価値を定量化することである。WTP の推定には、

環境などの評価において一般的な手法である選択

型実験（choice experiment）を用いる。質問では上述

の推論評価を使用することで、WTP におけるバイア

スの低減をおこなう。従来型の主観評価の結果と比

較することで、バイアスの低減効果についても評価

する。 
2 点目は、豪雨災害時における人々の避難行動を

規定する諸要因を特定し、それらの影響度合いを評

価することである。この分析では洪水関連情報に対

する認知や信頼などの変数を加えることにより、関

連する情報が避難行動に与える影響を明らかにす

る。この分析でも推論評価を採用し、主観評価との

比較をおこなう。 
1 点目の研究対象地域は、東京都の江東 5 区（墨

田区、江東区、足立区、葛飾区、江戸川区）である。

この地域には荒川、江戸川、隅田川などの主要河川

が流れており、そのほぼ全域が浸水想定地域となっ

ている。居住人口の規模（約 260 万人）から広域避

難も難しく、大規模水害時の被害が特に懸念されて

いる。 
2 点目の対象地域は広島市内の 5 区（中区、東区、

西区、安佐南区、安佐北区）である。この地域は、

太田川をはじめとする複数の河川が流れており、大

雨の際に洪水のリスクを高める要因ともなってい

る。加えて、広島市は山地に囲まれた地形的特性か

ら、特に安佐南区や安佐北区のような山間部に位置

する地域では、急峻な斜面からの表面流出が加速さ

れ、下流域における洪水の発生確率をさらに高める

要因となっています。また、中区や東区、西区のよ

うに市街地が密集している地域では、舗装された地

表面が雨水の吸収を妨げ、河川への急速な流入を促

進してしまう。その結果、市街地における浸水リス

クが高まり、過去には 2014 年 8 月のように大規模

な水害が発生している。 
 
2．分析①：江東 5 区における洪水関連情報改善の

経済的価値 

（1）分析手法 
本研究の目的は、洪水関連情報の改善に対する

WTP を推定し、その社会的価値を定量化することで

ある。この目的のため、本研究では江東 5 区在住の

一般成人を対象としてオンラインアンケートを実

施した。調査票は Qualtrics により作成し、株式会社

インテージの提供するパネルを通じて回答を収集

した。対象者の選定では、母集団の性別および年齢

構成を考慮して階層サンプリングを行い、1,015 件

の有効回答を得た。 
選択型実験における洪水関連情報の属性以下の 4

種類である（カッコ内は属性水準）。 
 

① 発令時期（現状のまま（発生 3 時間前）、一定



 
 

                                   １ヵ年研究用（R4） 

ＮＯ． 

の改善（発生 6 時間前）、大幅な改善（発生 12
時間前） 

② 予報精度（現状のまま（的中率約 30%）、一定

の改善（的中率約 50%）、大幅な改善（的中率

約 80%） 
③ 発令範囲（現状のまま（区全体）、一定の改善

（学区単位）、大幅な改善（半径 100 メートル

程度） 
④ 世帯あたり年間負担金額（500 円、1,000 円、

2,000 円、3,000 円、5,000 円、10,000 円） 
 

質問形式は、属性水準の異なる 2 種類の改善案を

提示して、望ましい方を選択してもらうようにした。

いずれの案も望ましくない場合は「改善しない（現

状のまま）」を選択できることとした。また、回答が

難しい場合は「わからない」も選択できるようにし

た。 
本研究では、直交計画により属性水準の組み合わ

せが異なる 6 問 1 セットの質問群を 3 種類作成し

た。回答者にはランダムにそのいずれかが割り当て

られ、主観評価、推論評価を 6 問ずつ、合計 12 問を

回答してもらうこととした。図-1 は、回答者に提示

した推論評価による質問のサンプルである。 
 

 
図-1 混選択型実験における質問サンプル 

（推論評価） 
 
（2）分析結果 
表-1 は、主観評価および推論評価により収集した

回答データを、混合ロジットモデルで推定した結果

である。 
 

表-1 混合ロジットモデルの推定結果 

 
 
まず、選択肢固有定数項（ASC）は、「改善しない」

に固有の定数項であり、主観評価、推論評価ともに

負で有意である。これは、回答者が全体として「改

善しない」ではなく改善案のいずれかを選択する傾

向があることを示している。次に、平均値パラメー

ター（回答者の選択行動に影響する度合いを示す係

数）を比較してみると、両評価ともに一貫して有意

な属性は、予報精度と負担金額のみである。発令時

期と発令範囲は主観と推論で有意性が異なり、係数

の乖離も大きい結果となった。 
標準偏差パラメーターについては主観評価、推論

評価でほぼ一貫した結果となった。このパラメータ

ーは回答者間の異質性を反映しており、洪水関連情

報の改善については回答者による考えの違いが大

きいといえる。 
表-2 は、推定されたパラメーターを基に推定した

MWTP（Marginal WTP; 限界支払意思額）をまとめ

たものである。主観評価、推論評価ともに有意な属

性である予報精度について、現状から大幅に改善

（30%から 80%）することに対する MWTP は、主観

評価で 3,445 円、推論評価で 2,345 円という結果と

なった。推論評価の値は主観評価の約 7 割となって

おり、主観的な手法による評価額のうち、約 3 割が

バイアスによる過大評価分と考えられる。現状から

一定の改善（30%から 50%）の場合についても、ほ

ぼ同様の傾向が確認された。 
以上の結果から、洪水関連情報の予報精度を大

幅に改善することに最大限支払っても構わない 
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金額は、1 世帯あたり年間 2,345 円である。この金

額を、江東 5 区の総世帯数（約 131 万世帯）で乗

じることで、対象地域の 1 年間あたりの社会的便

益は約 30 億 7 千 5 百万円と評価することができ

る。 
洪水リスクが高い地域での評価とはいえ、国内

の限られた地域のみで、バイアスを低減してもな

おこれだけの社会的便益が算出されたというこ

とは、洪水関連情報の改善に対する社会的ニーズ

がいかに高いかを示している。回答者による評価

の違いの大きさなども考慮しつつ、今後の情報改

善の進展が期待される。 
 
 
3．分析②：広島市における豪雨災害時における避難

行動の規定要因 

（1）分析手法 

本研究の目的は、豪雨災害時における人々の避難

行動を規定する諸要因を特定し、それらの影響度合

いを評価することである。そのため、広島市 5 区に

居在する一般成人を対象として、オンラインアンケ

ートを実施した。調査票は Qualtrics により作成し、

株式会社インテージの提供するパネルを通じて回

答を収集した。対象者の選定では、母集団の性別お

よび年齢構成を考慮して階層サンプリングを行い、

1,324 件の有効回答を得た。 
避難行動に関する回答者の応答を得るため、本研

究ではサーベイ実験の一形態であるランダム化要

因調査実験（randomized factorial survey experiment）
を使用した。ランダム化要因調査実験は、被験者（回

答者）に対して、実験的に操作された複数のシナリ

オを提示し、それぞれに対する評価や選択を尋ねる

研究デザインが一般的である。図-2 は、回答者に提

示したシナリオである。 
シナリオにおける洪水関連情報の属性以下の 5 種

類であり、括弧内は属性水準を示す。 
 

① 時刻（午前 3 時、午前 9 時、午後 3 時、午後 9
時） 

② 危険認識（全く危険を感じない、多少の危険を

感じる、高い危険を感じる、極めて高い危険を

感じる） 
③ 近隣住民の避難状況（全く避難していない、多 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
少避難している、かなり避難している、ほとん

ど避難している） 
④ 安全な避難所までの徒歩での移動時間（5 分、

15 分、30 分、45 分） 
⑤ 避難所におけるプライバシー（全く配慮されて

いない、多少配慮されている、かなり配慮され

ている、大いに配慮されている） 
 
いずれの属性についても、各水準をダミー変数化

して、基準となる水準（ベースライン、下線付きの

水準）との比較として解釈できる形式とした。その

結果、各属性について 3 種類のダミー変数を説明変

数として加えた。 
 

 
図-2 ランダム化要因調査実験におけるシナリオ 

 
本研究では、直交計画により属性水準の組み合わ

せが異なる 4 問 1 セットの質問群を 4 種類作成し

た。回答者にはランダムにそのいずれかが割り当て

られ、主観評価、推論評価の合計 8 問を回答しても

らうこととした。 

表-2 主観評価と推論評価による限界支払意思額（MWTP）の推定結果 
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本研究では、直交計画により属性水準の組み合わせ

が異なる6問1セットの質問群を3種類作成した。回

答者にはランダムにそのいずれかが割り当てられ、

主観評価、推論評価の合計12問を回答してもらうこ

ととした。 

図-3 は、回答者に提示した推論評価による質問の

サンプルである。 
 

 
図-3 ランダム化要因調査実験における 

質問サンプル（推論評価） 
 
 

（2）分析結果 

表-3 は、主観評価および推論評価により収集した

回答データを、ベータ回帰モデルにより推定した結

果に基づく限界効果である。このモデルは目的変数

が避難確率のため、限界効果は説明変数の 1 単位増

加による、避難確率が何ポイント変化するかとして

解釈することができる。モデルは、主観評価と推論

評価という 2 つの視点から避難確率を推定しており、

これにより個人の主観的判断と他者の行動に対す

る推論が避難意向にどのような影響を与えるかを

検討している。 
まず避難の時間帯では、主観、推論ともに 21 時が

正で有意である。係数値はいずれの手法でも 0.025
であり、これは、ベースラインとなる午前 9 時と比

較して、避難する確率が 2.5 ポイント上昇すること

を示している。このことは、夜間であってもまだ避

難が比較的容易であること、夜が更けた時に避難す

ることの不確実性、などがおもな理由として考えら

れる。 
 
表-3 ベータ回帰モデルの推定結果（限界効果） 

 
 

また、3 時は推論評価においてのみ負で有意であ

る。この時間帯に避難することは困難で不確実性も

高いため、避難確率は 3.1 ポイント低下することが

示されている。この変数は主観評価では有意性が認

められないが、社会的望ましさによるバイアスの影

響の可能性がある。 
危険認識については、主観・推論いずれにおいて

もすべての属性が正で有意である。危険認識度が高

くなるほどに係数値の値も大きく、避難する確率が

有意に上昇することが示された。主観・推論におけ

る係数値の違いもわずかであり、評価手法によらず

一貫した結果といえる。 
近隣住民の避難状況も同様で、周囲の避難度が進

むほどに避難する確率が上昇するといえる。 
避難所までの距離については、15 分、30 分、45 分
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と遠くなるにつれて、避難確率が低下することが観

察されている。この結果は、避難行動を決定する際

に、避難所までのアクセスの容易さが重要な要因で

あることを示唆している。ただし、推論評価におけ

る結果は、距離が遠くなるほどに避難確率が低下す

るものの、5%水準で有意なのは 30 分のみである。 
避難所におけるプライバシーについては、すべて

の変数が有意であり、配慮の度合いが高まるほどに

避難する傾向にあることが示されている。ただし係

数値は推論評価の方が低い傾向にあり、他者の行動

を推測することで、バイアスが低減された可能性が

ある。 
次に災害属性について見る。まず、自宅の洪水可

能性が高いと認識している人々の避難確率は、係数

が 0.054（主観評価）および 0.037（推論評価）であ

り、両方とも統計的に有意である。これは、自宅が

洪水のリスクに晒されていると考える個人は、その

リスクを回避するために避難行動を取る可能性が

高いことを意味しています。この結果から、自身の

居住環境に対するリスク認識が避難意志に重要な

役割を果たしていることが分かる。 
一方で、自宅の想定浸水深が 1 メートル未満であ

ると知っている人々の避難確率は、係数が-0.023（主

観評価）および-0.024（推論評価）であり、統計的に

有意である。これは、自宅が比較的浅い浸水を受け

ると予想される場合、避難の必要性を感じにくいと

いう判断が影響していると考えられる。自宅の想定

浸水深が 1 メートルから 3 メートルであると認識し

ている人々の避難確率は、係数が 0.038（主観評価）

および 0.030（推論評価）で、こちらも統計的に有意

であることから、一定の深さの浸水が予想される場

合には、避難行動を促進する要因となることが示さ

れた。 
しかし、自宅の想定浸水深が 3 メートル以上とい

う高リスク地域に居住する回答者においては、係数

は統計的に有意ではない。これは、非常に深い浸水

が予想される場合、個人が避難行動を取るかどうか

については他の要因が影響している可能性を示唆

している。 
続いて、本分析の主要部分である、災害情報に関

連する属性を見ていく。まず、災害情報を主にスマ

ートフォンを通じて得ている人々の避難確率は、他

の手段で情報を得ている人々に比べて有意に高い

ことが示された。これは、スマートフォンの普及が

災害時の情報伝達の迅速性とアクセス性を高め、避

難行動を促進する可能性を示唆している。 
一方で、災害リテラシーが高い人の避難確率は低

下することが示された（係数-0.039 および-0.050、両
方とも統計的に有意）。これは、災害に関する知識が

豊富であることが、避難の必要性をより慎重に評価

し、必ずしも避難に至らない判断を下すことにつな

がることを示している。対照的に、災害リテラシー

が低い人の避難確率は、有意に高いことが分かる

（係数0.054および0.083、両方とも統計的に有意）。

これは、災害に関する知識が限られていることが、

不確実性を避けるための避難行動を促す一因とな

る可能性がある。 
大雨や洪水情報の理解しやすさは、避難確率を有

意に高める（係数 0.041 および 0.043、両方とも統計

的に有意）、一方で、これらの情報への信頼度が低い

場合、避難確率は大きく低下する（係数-0.224 およ

び-0.210、両方とも統計的に有意）。この結果は、災

害情報のクオリティが避難行動に重要な影響を及

ぼし、情報の正確性と信頼性が避難意志を高めるこ

とを示している。 
また、政府の災害対策への信頼度が低い場合、避

難確率は有意に低下する（係数-0.068 および-0.067、
両方とも統計的に有意）。これは、公的機関に対する

信頼の欠如が、公式な避難勧告への従順性を低下さ

せ、結果的に避難行動の抑制につながることを示唆

している。 
個人属性では、性別、年齢、住居形態、近隣との

付き合い、健康状態などの個人属性が避難確率に影

響を与えることが明らかにされた。特に、男性、持

ち家の人、近所付き合いがない人、健康状態が悪い

人は避難確率が低いことが示された。これらの結果

は、災害対応策の設計において、特定の社会的・個

人的要因を考慮する必要があることを示唆してい

る。 
最後に、特別な配慮を必要とする家族の存在（妊

婦、病人）は、主観評価では有意性が示されなかっ

たが、推論評価では負で有意である。このことは、

配慮が必要な家族がいることは、従来の評価手法で

は表明されない避難の障壁であることが示唆され

る。 
同様に、リスク選好指標も推論評価でのみ有意で

あり、係数は正である。これは、リスク受容度が高

い人々が災害時の行動においてより積極的である

可能性を示唆し、他者のリスク受容度を推論する過

程でこの傾向が避難確率の予測に影響を与えてい

ると考えられる。 
これらの結果を踏まえ、災害対応計画や避難策を

策定する際には、これらの特別なニーズを考慮に入

れることが重要であると考えられる 
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